
１．調査結果の概要

　Ⅰ　事業所規模5人以上（30人以上も含む）の結果

　（１）賃  金
　　　　平成29年における佐賀県の常用労働者一人平均の月間現金給与総額は 272,680円、

　　　前年比 1.8％減となった。

　　　　このうち、きまって支給する給与は 231,737円で、前年比 1.0％減となった。

　　　　また、特別に支払われた給与は 40,943円で、前年差 2,362円減となった。

　（２）労働時間
　　　　常用労働者一人平均の月間総実労働時間は 153.6時間で、前年比 0.1％減となった。

　　　　このうち、所定外労働時間は 10.7時間で、前年比 0.3％増となった。

　（３）雇用
　　　　常用労働者数は 253,772人で、前年比 1.1％減となった。

　　　　また、パートタイム労働者比率は 23.7％で、前年差 0.3ポイント減となった。

　Ⅱ　事業所規模30人以上の結果

　（１）賃  金
　　　　常用労働者一人平均の月間現金給与総額は 308,796円で、前年比 1.3％増となった。

　　　　このうち、きまって支給する給与は 255,738円で、前年比 1.3％増となった。

　　　　また、特別に支払われた給与は 53,058円で、前年差 1,219円増となった。

　（２）労働時間
　　　　常用労働者一人平均の月間総実労働時間は 156.7時間で、前年と同水準となった。

　　　　このうち、所定外労働時間は 12.1時間で、前年比 5.2％増となった。

　（３）雇用
　　　　常用労働者数は 138,842人で､ 前年比 0.8％減となった。

　　　　また、パートタイム労働者比率は 20.3％で、前年差 0.3ポイント増となった。

表 １ 賃金、労働時間数及び雇用      調査産業計
現金給与 きまって 特別に支 出　勤 総  実 所定内 所定外 常用労働 パートタ

支給する 払われた 労  働 労  働 労  働 者数（月 イム労働
総   額 給   与 給   与 日　数 時間数 時間数 時間数 末推計） 者 比 率

規模 5人以上 円 円 円 日 時間 時間 時間 人 ％
    28年 277,379 234,074 43,305 19.7 153.7 143.0 10.7 256,795 24.0
    29年 272,680 231,737 40,943 19.7 153.6 142.9 10.7 253,772 23.7

前年比･差（単位） ％ ％ 円 日 ％ ％ ％ ％ ポイント
    29年 -1.8 -1.0 -2,362 0.0 -0.1 -0.1 0.3 -1.1 -0.3

規模30人以上 円 円 円 日 時間 時間 時間 人 人
    28年 304,464 252,625 51,839 19.7 156.6 145.2 11.4 139,920 20.0
    29年 308,796 255,738 53,058 19.7 156.7 144.6 12.1 138,842 20.3

前年比･差（単位） ％ ％ 円 日 ％ ％ ％ ％ ポイント
    29年 1.3 1.3 1,219 0.0 0.0 -0.4 5.2 -0.8 0.3

注：前年比は、指数により算出している。
　 「特別に支払われた給与」、「出勤日数」及び「パートタイム労働者比率」の増減は、実数の前年差。
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２．賃金の動き

　　　平成29年における常用労働者一人平均月間現金給与総額は308,796円で前年比 1.3％増、きまって
　　支給する給与は 255,738円で前年比 1.3％増、特別に支払われた給与は 53,058円となった。
　　　また、きまって支給する給与のうち、所定内給与は232,555円であった。
　　　実質賃金でみると、現金給与総額は 0.8％増、きまって支給する給与で 0.8％増となった。

（２）産業別賃金（事業所規模30人以上）
　　　産業別に現金給与総額をみると、「教育，学習支援業」443,159円、「情報通信業」432,699円、
　　「学術研究，専門・技術サービス業」427,124円、「金融業，保険業」383,348円、「建設業」
　  373,997円、「製造業」345,642円、「運輸業，郵便業」302,013円、「医療，福祉」291,790円、
　　「サービス業（他に分類されないもの）」231,756円、「卸売業，小売業」191,730円、「不動産
　　業，物品賃貸業 」163,251円、「宿泊業，飲食サービス業」144,993円の順となった。
　　　現金給与総額の伸び率をみると、「サービス業（他に分類されないもの）」16.3％、「建設業」
　　4.8％、「運輸業，郵便業」2.3％、「医療，福祉」2.1％、「製造業」1.7％とそれぞれ増加し、
　　「学術研究，専門・技術サービス業」-0.9％、「卸売業，小売業」-2.1％、「教育，学習支援業」
　　-3.0％、「宿泊業，飲食サービス業」-4.0％、「金融業，保険業」 -7.4％、「情報通信業」-8.8％、
　　「不動産業，物品賃貸業 」-9.3％とそれぞれ減少した。

 (１）全体の概要（事業所規模30人以上）
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（事業所規模５人以上） ※事業所規模30人以上も含む
きまって支給する 特別に支払われた

前年比 給与 前年比 前年比 給与 前年差
円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 272,680 -1.8 231,737 -1.0 213,361 -1.2 40,943 -2,362
鉱業，採石業，砂利採取業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
建 設 業 300,920 3.9 264,684 2.6 248,827 1.8 36,236 4,509
製 造 業 319,173 -0.8 260,793 -1.4 226,622 -1.8 58,380 299
電気・ガス・熱供給・水道業 594,922 -0.9 471,281 -0.7 396,313 -1.4 123,641 -5,437
情 報 通 信 業 329,057 -2.4 250,086 -6.5 234,854 -3.0 78,971 10,185
運 輸 業 ， 郵 便 業 290,601 -6.3 270,440 1.9 230,917 2.2 20,161 -24,345
卸 売 業 ， 小 売 業 201,859 -2.2 178,046 -0.7 166,060 -0.9 23,813 -3,370
金 融 業 ， 保 険 業 340,830 -5.6 283,387 -6.4 275,196 -6.8 57,443 -1,311
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 388,895 13.5 311,873 17.9 283,455 9.6 77,022 -2107.0
学術研究，専門・技術サービ
ス 業 326,775 -12.8 276,057 -9.2 260,553 -8.9 50,718 -20,152
宿 泊業 ，飲食サービス業 129,341 8.2 122,286 7.6 112,102 7.5 7,055 727
生活関連サービス業，娯楽業 188,055 5.9 178,008 4.2 170,152 6.2 10,047 3,124
教 育 ， 学 習 支 援 業 377,418 -5.7 301,901 -6.2 295,586 -6.8 75,517 -3,431
医 療 ， 福 祉 256,706 -3.1 218,520 -1.5 209,098 -1.5 38,186 -3,290
複 合 サ ー ビ ス 事 業 356,498 5.1 282,167 1.3 274,668 1.7 74,331 6,950
サービス業（他に分類されな
い も の ） 224,831 4.1 200,525 2.4 180,464 1.6 24,306 3,685

（事業所規模３０人以上）
所定内給与 特別に支払われた

前年比 給与 前年比 前年比 給与 前年差
円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 308,796 1.3 255,738 1.3 232,555 1.0 53,058 1,219
鉱業，採石業，砂利採取業 － － － － － － － －
建 設 業 373,997 4.8 299,205 4.2 282,593 4.8 74,792 7,062
製 造 業 345,642 1.7 276,515 1.1 237,522 1.1 69,127 2,508
電気・ガス・熱供給・水道業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
情 報 通 信 業 432,699 -8.8 317,919 -7.3 292,894 -7.4 114,780 -436
運 輸 業 ， 郵 便 業 302,013 2.3 269,703 2.1 230,488 2.0 32,310 1,856
卸 売 業 ， 小 売 業 191,730 -2.1 168,968 2.9 156,989 0.8 22,762 -8,299
金 融 業 ， 保 険 業 383,348 -7.4 307,321 -7.1 299,773 -5.9 76,027 -7,522
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 163,251 -9.3 154,624 -3.3 149,577 -3.2 8,627 -11,690
学術研究，専門・技術サービ
ス 業 427,124 -0.9 335,800 -0.3 307,440 0.7 91,324 -2,482
宿 泊業 ，飲食サービス業 144,993 -4.0 138,697 -3.0 126,528 -3.1 6,296 -2,042
生活関連サービス業，娯楽業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
教 育 ， 学 習 支 援 業 443,159 -3.0 353,247 -4.5 350,307 -4.6 89,912 3,080
医 療 ， 福 祉 291,790 2.1 246,659 2.8 234,248 2.8 45,131 1,004
複 合 サ ー ビ ス 事 業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
サービス業（他に分類されな
い も の ） 231,756 16.3 202,783 12.6 175,979 12.6 28,973 9,716
「Ⅹ」…調査事業所が少ないため公表しない（調査産業計には含まれる）

「－」…該当数字がないもの

きまって支給する現金給与総額

表 ２  常用労働者1人平均月間現金給与額

現金給与総額 所定内給与



  賞  与（事業所規模３０人以上）

表 ３  賞与の支給状況

支 給 額 支給月数（対所定内給与） 支 給 額 支給月数（対所定内給与）
前年差

円 月 月 円 月 月

調 査 産 業 計 341,221 1.12 -0.17 345,148 1.16 0.05
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 － － － － － －
建 設 業 432,472 0.92 -0.02 300,210 0.66 -0.22
製 造 業 426,955 1.50 0.14 423,591 1.43 0.10
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 774,960 2.06 -0.10 758,515 2.00 0.11
情 報 通 信 業 439,319 1.79 -0.26 594,112 2.34 0.34
運 輸 業 ， 郵 便 業 207,353 0.99 0.36 238,806 1.17 0.06
卸 売 業 ， 小 売 業 158,632 0.89 -1.29 155,866 0.95 0.10
金 融 業 ， 保 険 業 500,822 1.38 -0.15 Ｘ Ｘ Ｘ
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 17,279 0.24 Ｘ 34,964 0.48 0.22
学術研究，専門・技術サービス業 513,924 1.50 0.02 537,398 1.67 -0.07
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 42,313 0.37 -0.13 49,102 0.45 -0.08
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 122,670 0.72 0.14 125,272  0.74 0.20
教 育 ， 学 習 支 援 業 554,779 1.59 -0.03 676,183  1.96 0.11
医 療 ， 福 祉 270,076 0.76 -0.01 310,669  0.91 -0.05
複 合 サ ー ビ ス 事 業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ  Ｘ Ｘ
サービス業（他に分類されないもの） 179,207 1.14 0.05 194,966 1.21 0.24

「Ⅹ」…調査事業所が少ないため公表しない（調査産業計には含まれる）

「－」…該当数字がないもの
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３．労働時間及び出勤日数の動き
（１）全体の概要（事業所規模30人以上）
　　　平成29年における常用労働者一人平均月間総実労働時間数は、156.7時間で前年比 0.0％となった。
　　　月間の時間数を12倍して年換算すると、総実労働時間数は 1,880.4時間となった。
　　　内訳をみると所定内労働時間数は 144.6時間で前年比 0.4％減、所定外労働時間数は 12.1時間
　　で前年比 5.2％増となった。 

（２）産業別労働時間数（事業所規模30人以上）
　　　産業別に総実労働時間数をみると、「建設業」172.4時間、「運輸業，郵便業」171.7時間、「製造業」
　　168.5時間、「情報通信業」164.9時間、「サービス業（他に分類されないもの）」 160.9時間、「教育，
　　学習支援業」156.5時間、「学術研究，専門・技術サービス業」154.2時間、「金融業，保険業」148.6時間、
　　「医療，福祉」 144.0時間、「卸売業，小売業」 139.7時間、「不動産業，物品賃貸業」 131.6時間、
　  ｢宿泊業，飲食サービス業」 127.1時間の順となった。
　　　前年と比較すると、「情報通信業」 2.3％、「学術研究，専門・技術サービス業」 2.1％、「教育、
　　学習支援業」2.0％、「卸売業，小売業」1.4％、「サービス業（他に分類されないもの）」0.6％、「医療，
　　福祉」 0.5％、「金融業，保険業」0.3％、「不動産業，物品賃貸業」0.3％とそれぞれ増加し、「製造業」
　　は 0.0％となった。また、「建設業」 -0.6％、「運輸業，郵便業」-1.9％、「宿泊業，飲食サービス業」 
　　-6.3％とそれぞれ減少した。
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（事業所規模５人以上） ※事業所規模30人以上も含む
出勤日数 総実労働時間数 所定内労働時間数 所定外労働時間数

前年差 前年比 前年比 前年比
日 日 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

調 査 産 業 計 19.7 0.0 153.6 -0.1 142.9 -0.1 10.7 0.3
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
建 設 業 22.2 0.6 174.3 1.7 165.9 1.6 8.4 4.2
製 造 業 20.2 0.0 168.5 -0.9 151.0 -1.1 17.5 0.3
電 気 ・ガス ・熱 供給・水 道業 18.7 0.3 153.9 1.5 139.6 1.5 14.3 1.7
情 報 通 信 業 20.8 1.0 161.9 0.7 153.5 4.9 8.4 -43.8
運 輸 業 ， 郵 便 業 21.1 0.3 183.0 2.6 154.5 0.9 28.5 11.7
卸 売 業 ， 小 売 業 19.0 -1.0 143.0 -2.9 132.9 -3.6 10.1 6.5
金 融 業 ， 保 険 業 19.5 0.3 149.4 0.2 144.9 0.5 4.5 -9.6
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 20.1 -0.8 176.7 8.2 157.4 -1.4 19.3 448.5
学術研究，専門・技術サービス業 19.4 0.3 154.9 -1.7 145.7 0.1 9.2 -22.3
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 17.7 1.1 121.2 7.9 113.2 8.4 8.0 -1.0
生 活 関連サ ービ ス業，娯 楽業 20.1 -0.5 142.4 -7.6 135.7 -6.9 6.7 -20.7
教 育 ， 学 習 支 援 業 19.0 0.4 147.5 1.3 142.6 2.0 4.9 -16.0
医 療 ， 福 祉 19.4 0.2 140.4 0.4 137.3 0.8 3.1 -14.3
複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.8 0.2 159.2 0.0 154.9 0.5 4.3 -15.7
サービス業（他に分類されないもの） 19.7 0.0 154.8 2.2 142.6 2.1 12.2 3.7

（事業所規模３０人以上）
出勤日数 総実労働時間数 所定内労働時間数 所定外労働時間数

前年差 前年比 前年比 前年比
日 日 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

調 査 産 業 計 19.7 0.0 156.7 0.0 144.6 -0.4 12.1 5.2
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 － － － － － － － －
建 設 業 21.5 0.4 172.4 -0.6 163.4 -0.8 9.0 4.1
製 造 業 19.9 0.0 168.5 0.0 149.7 -0.3 18.8 2.6
電 気 ・ガス ・熱 供給・水 道業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
情 報 通 信 業 20.1 0.1 164.9 2.3 150.5 0.7 14.4 24.6
運 輸 業 ， 郵 便 業 20.3 -0.3 171.7 -1.9 147.8 -3.0 23.9 4.8
卸 売 業 ， 小 売 業 19.2 -0.3 139.7 1.4 130.8 -0.1 8.9 30.6
金 融 業 ， 保 険 業 19.5 -0.1 148.6 0.3 144.8 2.5 3.8 -45.5
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 18.0 -0.1 131.6 0.3 128.4 0.2 3.2 1.2
学術研究，専門・技術サービス業 19.0 0.6 154.2 2.1 141.8 3.4 12.4 -10.7
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 18.6 -0.7 127.1 -6.3 117.7 -5.8 9.4 -11.8
生 活 関連サ ービ ス業，娯 楽業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
教 育 ， 学 習 支 援 業 19.6 0.2 156.5 2.0 149.4 0.9 7.1 34.3
医 療 ， 福 祉 19.2 0.0 144.0 0.5 140.1 0.3 3.9 8.8
複 合 サ ー ビ ス 事 業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
サービス業（他に分類されないもの） 19.9 -0.2 160.9 0.6 146.4 0.5 14.5 1.1
「Ⅹ」…調査事業所が少ないため公表しない（調査産業計には含まれる）

「－」…該当数字がないもの

表４ 常用労働者1人平均月間出勤日数及び労働時間数



４．雇用の動き（事業所規模30人以上）
（１）全体の概要
　　　平成29年における常用労働者数は、138,842人で、前年比 0.8％減となった。
　　　そのうち、男は 76,508人、女は 62,334人となった。
　　　また、常用労働者に占めるパートタイム労働者比率は 20.3％で、前年差 0.3ポイント減となった。

（２）産業別雇用（事業所規模30人以上）
　　　産業別に常用労働者数をみると、「製造業」43,638人（構成比31.4％）、「医療，福祉」32,147人
　　（同23.2％）、「卸売業，小売業」13,922人（同10.0％）、「教育，学習支援業」9,755人（同7.0％）、
　 「運輸業，郵便業」9,631人（同6.9％）、「サービス業（他に分類されないもの）」7,705人（同5.5％）、
　 「宿泊業，飲食サービス業」4,684人（同3.4％）、「建設業」4,530人（同3.3％）、「金融業，保険業」
　  2,265人（同1.6％）、「学術研究，専門・技術サービス業」1,672人（同1.2％）、「情報通信業」
　　919人（同0.7％）、「不動産業，物品賃貸業」240人（同0.2％）、「その他」7,734人（同5.6％）と
　　なった。
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常用労働者数
（30人以上）

138,842人



（事業所規模５人以上） ※事業所規模30人以上も含む

前年比 前年差 前年差
人 ％ 人 ％ ％ ポイント ％ ポイント

調 査 産 業 計 253,772 -1.1 60,056 23.7 2.02 0.08 2.01 0.06
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
建 設 業 16,553 -1.9 620 3.7 1.05 -0.11 1.34 0.13
製 造 業 56,813 -2.7 7,336 12.9 1.49 0.32 1.34 0.15
電 気・ ガス・熱供給・水道業 621 -8.0 2 0.3 2.19 0.56 2.92 1.01
情 報 通 信 業 3,228 -0.8 270 7.9 1.69 -2.64 1.40 -2.24
運 輸 業 ， 郵 便 業 16,028 -0.6 3,137 19.5 1.57 -0.47 1.38 -1.15
卸 売 業 ， 小 売 業 41,010 -3.7 18,587 45.3 2.34 0.21 2.42 0.05
金 融 業 ， 保 険 業 6,525 -0.3 99 1.5 1.72 0.10 1.98 0.29
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 1,827 6.90 306 16.80 2.33 0.72 1.49 0.63
学術研究，専門・技術サービス業 3,736 -1.3 478 12.8 1.53 -0.68 1.82 -0.43
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14,502 2.9 7,675 52.9 3.08 -1.32 3.08 0.17
生 活関 連サービス業，娯楽業 8,152 -0.1 3,536 43.4 3.20 1.15 3.25 0.92
教 育 ， 学 習 支 援 業 18,382 -0.6 2,064 11.2 1.86 0.14 1.91 0.23
医 療 ， 福 祉 47,840 0.3 13,793 28.9 2.03 0.00 1.91 -0.07
複 合 サ ー ビ ス 事 業 5,760 5.4 84 1.4 3.21 1.22 3.67 1.40
サービス業（他に分類されないもの） 12,693 -1.0 2,066 16.3 3.46 0.77 3.36 0.60

（事業所規模３０人以上）

前年比 前年差 前年差

人 ％ 人 ％ ％ ポイント ％ ポイント

調 査 産 業 計 138,842 -0.8 28,126 20.3 1.92 0.10 1.83 -0.06
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 － － － － － － － －
建 設 業 4,530 -6.3 106 2.3 0.35 -0.24 0.50 -1.01
製 造 業 43,638 -0.2 5,411 12.4 1.44 0.25 1.14 -0.09
電 気・ ガス・熱供給・水道業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
情 報 通 信 業 919 -15.6 31 3.6 2.22 0.51 1.28 -0.16
運 輸 業 ， 郵 便 業 9,631 0.4 2,726 28.2 2.37 0.49 2.13 0.03
卸 売 業 ， 小 売 業 13,922 -3.2 6,873 49.3 1.88 -0.17 1.95 -0.53
金 融 業 ， 保 険 業 2,265 10.6 － － 1.16 0.25 0.81 -0.07
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 240 1.10 72 30.00 2.84 -0.09 3.35 0.83
学術研究，専門・技術サービス業 1,672 -0.8 197 11.7 2.45 -1.26 2.57 -0.63
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 4,684 0.1 2,472 52.8 2.69 -1.01 3.08 -0.24
生 活関 連サービス業，娯楽業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
教 育 ， 学 習 支 援 業 9,755 -0.2 274 2.8 1.20 0.24 1.16 -0.01
医 療 ， 福 祉 32,147 0.8 7,745 24.1 2.23 -0.07 2.14 0.12
複 合 サ ー ビ ス 事 業 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
サービス業（他に分類されないもの） 7,705 5.0 1,120 14.5 4.42 0.83 4.08 0.64
「Ⅹ」…調査事業所が少ないため公表しない（調査産業計には含まれる）

「－」…該当数字がないもの

 常用労働者数 入職率 離職率
うちパート
労働者数

パート
比率

表５ 常用雇用及び労働異動率

 常用労働者数 入職率 離職率
うちパート
労働者数

パート
比率


